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Ⅰ 本論文の趣旨と構成 
 
1 本論文の趣旨 
本論文は，会計利益と所得金額の差異（Book Tax Differences: BTD）があることを前
提として，法人税制改正が企業の税コスト削減行動と財務報告コスト削減行動の双方
に与える影響を検証している。税コスト削減行動とは税コスト，すなわち，住民税均
等割や外形標準課税方式の事業税など，利益に関連する金額を課税標準としない税金
を除く法人税，住民税および事業税の削減を目的とした利益調整行動をいう。また，
財務報告コスト削減行動とは財務報告コスト，すなわち，一定の利益を継続して報告
しないことによって上昇する支払利息や保証料など，財務報告に伴うコストの削減を
目的とした利益調整行動をいう。なお，本論文では，コストを狭義の製品原価だけで
なく，期間原価を含む総原価と広義に捉え，税金や利息などの支出もコストと考える
ものとする。 
本論文の背景にある問題意識は，以下のとおりである。 
企業は株主価値を増大させることを目的として，税引後キャッシュ・フローを増加
させるため，税コストを削減するような会計処理方法を選択する場面に，常に直面し
ていると考えられる。とりわけ，法人税制改正の場面では，改正後の税コストの増加
または減少に応じて，所得金額を移転するため，会計発生項目額を用いた増加型また
は減少型の利益調整が行われやすい（税コスト仮説：tax cost saving hypothesis）。会
計発生項目額の増減は，キャッシュ・フローに影響しないため，これを用いた利益調
整の結果，税コストを削減できれば，その分だけキャッシュ・フローを増加させるこ
とができるためである。しかし，企業の会計方針は，税金以外にも債権者や株主など
への影響が反映され，必ずしも税コストを最小にするような会計処理が選択されると
は限らない。例えば，企業が税コストを削減するために極端に低い会計利益を報告し
た場合には信用が下がり，資金調達が阻害され，または，資金コストが上昇する可能
性がある。このように企業は，税コストの削減のみに拘束されるわけではなく，債権
者や株主，政府等への影響も考慮して会計処理を選択するものと考えられる。すなわ
ち，企業はこのような財務報告に伴うコストが上昇しないような会計処理方法を選択
することもある（財務報告コスト仮説：financial reporting cost hypothesis）。 
 2 
 
税コストを削減するために減少型の利益調整が行われる場合，一般的に当期純利益
が減少するため，目標利益を達成することができず，財務報告コストが上昇する可能
性がある。このように，税コスト削減行動と財務報告コスト削減行動はトレードオフ
の関係にあるケースが多い。しかし，企業会計上の処理と税務会計上の処理の相違を
積極的に用いることで，双方の利益調整行動を両立させることも可能となる。すなわ
ち，税コストを削減するために減少型の利益調整を行った場合でも，所得金額の計算
に影響しない損益科目を少なく計上することで，当期純利益が減少することを回避で
きる可能性がある。この場合の損益科目としては，近年の BTD の拡大により，調整
できる内容や金額が拡大した税金費用を用いることが効率的であると考えられる。こ
こで，税金費用とは，損益計算書の法人税・住民税及び事業税に法人税等調整額を加
減した金額と定義される。税金費用の調整は，一般的に繰延税金資産に係る評価性引
当額の計上を調整する方法で行われるが，評価性引当額の計上は経営者の判断を伴う
ため，利益調整に用いられやすいことは，先行研究でも明らかにされている。 
このような問題意識から，本論文では，税コスト削減の誘因が働きやすい法人税制
改正時において，会計発生項目額と評価性引当額を用いた利益調整が同時に行われる
可能性を検証している。それによって，法人税制改正が，以下に示す利益調整行動に
与える影響を検証することが，本論文の研究目的である。 
（1）法人税制改正前に企業は，まず，税コストを削減するため，会計発生項目額を
用いて，減税前には減少型，増税前には増加型の利益調整を行う可能性があるこ
と。 
（2）税コストの削減を行った企業では，当期純利益が変動するため目標利益を達成
できず，これによって財務報告コストが上昇することを避けるため，評価性引当額
を用いて税金費用を調整する可能性があること。 
（3）（1）や（2）の利益調整行動は，税負担の割合が大きい企業ほど，その傾向が
強いこと。 
 
2 本論文の構成 
本論文の構成は，第 1 章から第 3 章までで，本論文の背景と問題の所在について考
察し，第 4 章では，法人税率の引下げ直前期において，税コストの削減と財務報告コ
ストの削減を目的とした利益調整が同時に行われる可能性を検証している。また，第
 3 
 
5 章と第 6 章では，繰越欠損金制度の改正直前期において，税コストの削減と財務報
告コストの削減を目的とした利益調整が行われる可能性についてそれぞれ検証してい
る。第 7 章では，連結納税制度の創設によって，親会社に繰越欠損金がある企業が，
連結納税制度を適用して税コストを削減する可能性を検証している。また，これによ
って，当期純利益が変動するため，目標利益を維持できず，財務報告コストが上昇す
る可能性がある。そこで，これを回避することを目的とした利益調整が行われる可能
性を検証している。第 8 章では，連結納税制度の改正直前期において，子会社に繰越
欠損金のある企業の親会社が，税コストを削減するため，当該繰越欠損金を有効利用
すべく，減少型の利益調整を行う可能性を検証している。また，これによって，当期
純利益が減少するため，目標利益を達成できず，財務報告コストが上昇する可能性が
ある。そこで，これを回避することを目的とした利益調整が行われる可能性も検証し
ている。本論文の章立ては，以下のとおりである。 
 
序章 研究の背景と目的 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税制改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 会計利益と所得金額の差異の要因および機能に関する先行研究 
2.3 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 わが国の法人税制改正の概要と本研究の位置づけ 
3.1 法人税率の推移と本研究の位置づけ 
3.2 欠損金制度の改正と本研究の位置づけ 
3.3 その他の法人税制改正の内容と本研究の位置づけ 
4 本研究の構成 
5 まとめ 
第 1 章 会計利益と所得金額の差異の発生および拡大の要因と税効果会計の役割 
1 はじめに 
2 会計利益と所得金額の差異に関する先行研究 
3 会計利益と所得金額の差異の発生要因 
3.1 会計利益と所得金額の差異の発生根拠 
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3.2 会計利益と所得金額の差異の発生要因の具体的考察 
4 会計利益と所得金額の差異の拡大要因 
4.1 会計利益と所得金額の差異の拡大根拠 
4.2 会計利益と所得金額の差異の拡大要因の具体的考察 
5 税効果会計の役割 
6 まとめ 
第 2 章 税効果会計の実態と問題点 
1 はじめに 
2 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 税効果会計の実態分析 
3.1 分析内容 
3.2 年度別の分析結果 
3.3 業種別の分析結果 
4 税効果会計の問題点 
5 まとめ 
第 3 章 評価性引当額の計上に関する考察 
1 はじめに 
2 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 繰延税金資産の発生原因 
3.1 繰越欠損金に係る一時差異 
3.2 繰越欠損金以外の将来減算一時差異 
3.3 連結上の未実現損益 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.1.1 繰延税金資産の発生原因相互の関係 
5.1.2 経常利益低調企業の評価性引当額 
5.2 作業仮説の検証方法 
5.2.1 繰延税金資産の発生原因相互の関係に関する検証 
5.2.2 経常利益低調企業の評価性引当額に関する検証 
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5.3 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 作業仮説の検証結果 
6.1.1 繰延税金資産の発生原因相互の関係 
6.1.2 経常利益低調企業の評価性引当額 
6.2 仮説の検証結果の総括 
7 まとめ 
第 4 章 法人税率変更が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税率変更と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 法人税率変更と評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 法人税率変更と企業の税コスト削減行動の関係 
3.1 法人税率変更の経緯 
3.2 税コストと財務報告コストの調和 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 税コスト削減行動に関する仮説の検証 
5.1.1 作業仮説の設定 
 5.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定 
 5.1.3 所得状態の推定 
 5.1.4 裁量的課税計算対象発生項目額の比較と税負担に関する検証 
 5.1.5 税コスト削減行動の検証のサンプルセレクション 
5.2 税金費用に関する仮説の検証 
5.2.1 作業仮説の設定 
 5.2.2 裁量的評価性引当率の推定 
 5.2.3 裁量的評価性引当率の比較と税負担に関する検証 
 5.2.4 税金費用の検証のサンプルセレクション 
6 仮説の検証結果 
 6.1 税コスト削減行動に関する仮説の検証結果 
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  6.1.1 サンプルの選定結果 
  6.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定および比較結果 
  6.1.3 裁量的課税計算対象発生項目額と税負担の関係 
6.2 税金費用に関する仮説の検証結果 
 6.2.1 裁量的評価性引当率の推定および比較結果 
 6.2.2 裁量的評価性引当率と税負担の関係 
7 検証期間の経済情勢を反映した仮説の検証（追加検証） 
7.1 検証期間の企業業績等の状況 
7.2 繰延税金資産割合を考慮した検証 
8 まとめ 
第 5 章 繰越欠損金制度改正が企業の利益調整行動に与える影響 
 1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税率変更と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 欠損金制度改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
3 法人税制改正の概要 
3.1 繰越欠損金の控除限度額の設定 
3.2 繰越欠損金の繰越期間の延長 
3.3 法人税率の引下げ 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定 
5.3 所得状態の推定 
5.4 繰越欠損金の解消可能性の推定 
5.5 裁量的課税計算対象発生項目額の比較 
5.6 検証モデル 
5.7 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 サンプルの選定結果 
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6.2 推定期間のサンプルの変数の記述統計量および推定結果 
6.3 検証期間のサンプルの変数の記述統計量 
6.4 裁量的課税計算対象発生項目額に影響する要因 
7 業種の偏りを考慮した検証（追加検証） 
8 まとめ 
第 6 章 繰越欠損金制度改正が企業の評価性引当額の計上に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税制改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 利益平準化目的の利益調整行動に関する先行研究 
2.3 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 繰越欠損金制度改正の概要 
3.1 繰越欠損金の控除限度額の設定 
3.2 繰越欠損金の繰越期間の延長 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 評価性引当額の計上に関する作業仮説の設定 
5.2 裁量的評価性引当率の推定 
5.3 親会社の所得状態の推定 
5.4 検証モデル 
5.5 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 裁量的評価性引当率の推定および比較結果 
6.2 裁量的評価性引当率と税負担の関係 
7 まとめ 
第 7 章 連結納税制度の適用が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 連結納税制度を適用する誘因に関する先行研究 
2.2 法人税制改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
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2.3 利益平準化目的の利益調整行動に関する先行研究 
3 連結納税制度の概要 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.2 親会社の所得状態と連結納税制度適用に関する仮説の検証方法 
5.2.1 親会社の所得状態と連結納税制度の適用 
5.2.2 連結納税制度の適用と税コスト 
5.3 連結納税制度適用企業と税金費用に関する検証方法 
5.4 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 親会社の所得状態と連結納税制度適用および税コストの関係 
6.1.1  親会社の所得状態と連結納税制度適用の関係 
6.1.2  連結納税制度適用と税コストの関係 
6.1.3  親会社の所得状態と連結納税制度適用および税コストの関係の総括 
6.2 連結納税制度適用企業と税金費用の関係 
6.2.1 連結納税制度適用と評価性引当額の計上の関係 
6.2.2 連結納税制度適用企業と税金費用の関係の総括 
7 まとめ 
第 8 章 連結納税制度改正が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
3 連結納税制度改正の概要 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.2 親会社の利益調整行動に関する仮説の検証方法 
5.3 企業集団の評価性引当額に関する仮説の検証方法 
5.4 サンプルセレクション 
6 検証結果 
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6.1 親会社の裁量的課税計算対象発生項目額 
6.2 企業集団の評価性引当額 
6.3 仮説の検証結果の総括 
7 子会社の欠損状態の推定の適正性（追加検証） 
7.1 一体としての子会社の欠損状態の推定の合理性 
7.2 一体としての子会社の欠損状態を検証に用いることの許容性 
7.3 追加検証の総括 
8 まとめ 
終章 総括と今後の課題 
 1 総括 
 2 今後の課題 
参考文献 
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Ⅱ 本論文の概要 
 
序章では，本論文の背景にある問題意識および研究目的を示している。企業には税
コストの削減を目的とした利益調整と，借入や新株発行などの資金調達に関する財務
報告コストの削減を目的とした利益調整という，2 つの利益調整の誘因が混在してい
る。両者は，トレードオフの関係にあることが多く，税コスト削減行動と財務報告コ
スト削減行動は両立しないようにも思える。しかし，企業会計の収益や費用または損
失と税務会計の益金や損金が一致しない場合もあり，その場合には，企業会計の利益
と税務会計の所得金額には差異が生ずることになる。企業がこのような会計利益と所
得金額の差異（BTD）を積極的に利用すれば，双方の利益調整が同時に成立する可能
性がある。また，先行研究によれば，法人税制改正時には，改正後の税コストの増加
または減少に応じて，改正前に会計発生項目額を用いた増加型または減少型の利益調
整が行われる可能性があることが明らかにされている。本論文の問題意識は，主に法
人税制改正前に企業が以下の 2 つの利益調整を行う可能性があることである。 
第 1 に，法人税制改正前に税コストを削減する目的のために，企業が増加型または
減少型の利益調整を行う可能性があることである。利益調整には，取引そのものを操
作する実体的裁量行動と会計処理方法の変更がある。実体的裁量行動とは，実際の取
引活動を変更して会計利益を調整することである。実体的裁量行動は，法人税法の諸
規定が会計処理の選択基準となるという基準性ルールの遵守が強制的な場合に行われ
やすい。この場合には，企業会計と税務会計の差異が小さくなるため，会計処理方法
を変更して所得金額を圧縮するが，会計利益の減少は回避するということは困難であ
る。一方，基準性ルールの遵守が任意的な場合には，企業会計が法人税法に拘束され
ないため，会計処理方法を変更して所得金額を圧縮し，かつ，会計利益を維持するこ
とが可能となる。したがって，この場合には，実体的裁量行動よりも会計処理方法の
変更が行われやすくなる。近年，わが国も企業会計と税務会計の処理方法が乖離し，
基準性ルールが任意的になりつつあるため，会計処理方法を変更して所得金額のみを
圧縮することが可能となっている。第 2 に，税コスト削減行動によって，当期純利益
が変動することで目標利益を維持できず，これによって財務報告コストが上昇するこ
とを避けるため，企業が税コスト削減行動と相反する利益調整を行う可能性があるこ
とである。この財務報告コスト削減行動は，近年の会計基準の変更や法人税制の改正
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によって BTD が拡大しているため，税金費用を用いて行うことが効率的である。ま
た，税金費用の調整は，繰延税金資産の回収可能性を示す評価性引当額を用いて行わ
れることが多い。 
本論文の研究目的は，税効果会計適用開始後に行われた法人税制改正を対象とし，
主に改正直前期に行われる上記の 2 つの利益調整の有無について，つぎのとおり検証
することである。第 1 の税コスト削減行動については，税効果会計適用後の企業会計
と税務会計が乖離する，基準性ルールの遵守が任意となる期間が検証対象である。し
たがって，会計処理方法の変更による利益調整行動の有無を検証している。なお，会
計処理方法の変更のうち，会計利益を調整することは会計的裁量行動といわれてい
る。そして，会計的裁量行動の分析においては，会計発生項目額を分析することが有
効であると先行研究で指摘されている。それは，会計発生項目額には，会計方針の変
更，見積もりや判断等の恣意性の要因が集約されていると考えられているためであ
る。そこで，本論文も会計発生項目額を分析することで，会計処理方法に関する利益
調整の有無を検証している。第 2 の財務報告コスト削減行動については，近年拡大し
ている BTD によって増加している税金費用の調整の有無を検証しているが，税金費
用は評価性引当額を用いて調整されることが多いため，本論文では，繰延税金資産に
対する評価性引当額の割合を示す評価性引当率を分析することで，税金費用の調整の
有無を検証している。これらの研究目的を達成するため，本論文では，2011 年度の法
人税率変更および繰越欠損金制度改正ならびに 2010 年度の連結納税制度改正を対象
として，主に改正直前期の会計発生項目額および評価性引当額を用いた利益調整行動
の可能性を検証している。本論文の各章における考察または検証の内容は以下のとお
りである。 
第 1 章では，会計利益と所得金額の差異（BTD）の発生および拡大の要因と税効果
会計の役割を考察している。具体的には，本論文が，BTD があることを前提として，
トレードオフの関係にある利益調整が同時に行われる可能性を検証することを目的と
するため，BTD の発生要因について，事例を用いて考察している。また，近年，BTD
が拡大していることも具体的な事例を用いて考察している。BTD が拡大する理由は，
会計基準の変更により，利益計算に時価主義が混在し，他方，法人税制の改正によ
り，所得計算から不確実な見積計算が除かれるようになったため，両者の乖離が拡大
したことである。さらに，BTD の拡大は，税引前当期純利益と法人税等の期間的なず
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れを拡大させるが，税効果会計の適用によって，これが縮小し，両者が適正に対応す
るようになることを，事例を用いて考察している。一方，税効果会計の適用によっ
て，評価性引当額を裁量的に計上することで，税金費用を調整することが可能となる
ことも指摘している。 
第 2 章では，税効果会計の実態とその問題点を考察している。具体的には，本論文
の目的の一つである税金費用による利益調整に用いられる評価性引当額について，上
場企業の財務データや注記事項を用いて，年度別および業種別に実態を分析してい
る。年度別分析の結果，注記事項に基づく指標の中には固定資産評価損失等割合のよ
うに，会計基準の変更に伴って一時差異が拡大したため，その数値が年々上昇してい
るものがあることを示している。また，世界的金融危機後の業績低迷期には，繰延税
金資産の回収可能性が保守的に見積もられる可能性が高いため，評価性引当率が高い
ことも示している。一方，業種別分析では，業績が低調で，繰延税金資産割合が高
く，繰延税金負債比率が低い業種で，評価性引当額を多く計上する必要のある 4 業種
を示している。また，4 業種のうち，造船を除く，非鉄金属，建設および空運につい
ては評価性引当率が高く，繰越欠損金の繰延税金資産に対する割合を示す繰越欠損金
割合も高いことを示している。また，造船については評価性引当率が低く，回収可能
性に問題の少ない退職給付引当金等の割合が高いことも示している。これらの分析に
より，繰延税金資産の発生原因の違いが，評価性引当額の計上に影響する可能性があ
ることを示している。一方，現行の開示制度では，評価性引当額の計上根拠の開示が
不十分なため，外部から評価性引当額の適正性を分析することが困難となっているこ
とを指摘している。また，これを理由として，経営者に評価性引当額を裁量的に計上
して，税金費用を調整することで，当期純利益を増減させる誘因が働く可能性がある
ことも指摘している。 
第 3 章では，評価性引当額の計上に関する分析をしている。具体的には，業績低調
企業を中心として，税金費用による利益調整に用いられる評価性引当額の計上に影響
する要因を検証している。そのため，まず，繰延税金資産の発生原因のうち，繰越欠
損金に係るものを被説明変数とし，それ以外の発生原因に係るものを説明変数とする
回帰分析を行っている。この分析をする理由は，繰延税金資産の発生原因は繰越欠損
金に係るものとそれ以外に係るものに分類されるが，後者は当期の課税所得が十分で
ない場合，前者に転換する可能性があるためである。この検証により，繰越欠損金に
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係る発生原因はそれ以外に係るもので説明でき，両者は負の関係があることを示唆し
ている。つぎに，この検証結果および先行研究を参考にして，業績低調企業における
評価性引当額の計上について検証している。具体的には，評価性引当率を被説明変数
とし，業績低調企業を示す経常利益低調企業ダミーと繰越欠損金割合を説明変数とす
る回帰分析を行っている。分析にあたっては，業種の偏りや経済情勢の相違を考慮
し，また，企業の収益性，成長性，効率性および安全性などの事情も考慮している。
この検証により，一定水準の経常利益を連続して計上していない業績低調企業は，繰
越欠損金割合を考慮したうえ，評価性引当額を少なく計上し，税金費用を圧縮してい
る可能性があることを示唆している。 
第 4 章では，法人税率の変更が企業の利益調整行動に与える影響を検証している。
具体的には，2011 年度の法人税制改正による法人税率引下げ直前期において，まず，
税コスト削減を目的とした利益調整が行われる可能性を検証している。そのため，直
前期の親会社の個別財務諸表から裁量的課税計算対象発生項目額を推定し，これにつ
いて平均値や中央値の検定を行っている。なお，課税計算対象発生項目額は，先行研
究を参考にして，会計発生項目額から税引前当期純利益と繰越欠損金控除前所得の差
額を控除して推定している。また，裁量的課税計算対象発生項目額と税負担の関係に
ついて，企業業績，株主支配力および企業規模などの影響をコントロールして検証し
ている。平均値および中央値の検定にあたっては，利益調整前の繰越欠損金控除後所
得を推定し，これが正になると見込まれる課税会社をサンプルとして選定している。
この検証により，課税所得があり，税コストの削減が可能な課税会社は，直前期に減
少型の利益調整を行い，所得金額を低税率期へ移転する可能性があることを示唆して
いる。 
他方で，法人税率引下げ直前期の税コスト削減行動によって当期純利益が減少する
と，目標利益を達成することができず，財務報告コストが上昇する可能性がある。そ
こで，これを回避するため，税金費用による利益調整が行われる可能性を検証してい
る。そのため，まず，法人税率引下げ直前期の裁量的評価性引当率を推定し，これに
ついて平均値や中央値の検定を行っている。分析対象サンプルは，税コスト削減行動
の検証に用いたサンプルに対応して，直前期において，親会社の所得金額が正になる
と見込まれる場合における，当該親会社を含む企業集団を選定している。続いて，裁
量的評価性引当率と税負担の関係を検証しているが，その際には，企業業績等，税コ
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スト以外の影響もコントロールしている。しかし，税コスト削減行動に伴う利益変動
を抑えるため，税金費用を圧縮する可能性を示す証拠は得られていない。そこで，追
加検証として，直前期が東日本大震災直後で経済情勢が変化していることを考慮し，
評価性引当額の計上に関連する指標について前期と比較する方法で分析している。そ
の結果，直前期の繰延税金資産が小さいため，裁量的評価性引当率が増加傾向にある
可能性が示されている。そこで，裁量的評価性引当率が第 1 四分位までのサンプルに
ついて検証した結果，直前期に税金費用を圧縮する可能性を示唆している。 
第 5 章では，繰越欠損金制度の改正が企業の利益調整行動に与える影響を検証して
いる。具体的には，2011 年度の法人税制改正によって，繰越欠損金の控除限度額が設
定されたことが，企業の利益調整に与える影響を検証している。本改正によって，所
得金額が負になると見込まれる欠損企業では，繰越欠損金の使用が一部制限されるた
め，改正前に利益を増やして，できるだけ多くの繰越欠損金を早期に利用する誘因が
働く。そこで，本改正直前期の欠損企業の利益調整行動について，先行研究を援用し
つつ，つぎの方法を取り入れて検証している。まず，繰越欠損金の解消可能性によっ
て利益調整の誘因が異なることをコントロールするため，説明変数に繰延税金資産の
回収可能性を示す評価性引当率を加えて検証している。また，裁量的課税計算対象発
生項目額を推定するために所得金額を法人税等から推定しているが，その際に，所得
金額に関係なく課税される地方税均等割や外形標準課税などがあることを考慮してい
る。この検証により，欠損企業では，改正前に繰越欠損金を早期利用して，改正後に
控除限度超過額が発生することを回避するため，増加型の利益調整が行われる可能性
があることを示唆している。また，直前期末の繰越欠損金の解消可能性が低い場合に
は，その誘因が小さくなる可能性があることも示唆している。これらの検証によっ
て，法人税制改正の一つ，繰越欠損金制度の改正前に，企業は将来の税コストを削減
するため，増加型の利益調整を行う可能性があることを示唆している。 
第 6 章では，繰越欠損金制度の改正が企業の評価性引当額の計上に与える影響を検
証している。具体的には，2011 年度の繰越欠損金制度の改正直前期において，親会社
が税コストの削減を目的として増加型の利益調整を行った場合，当期純利益が増加す
るため，目標利益を維持することができず，財務報告コストが上昇する可能性があ
る。そこで，これを回避するため，企業集団が税金費用を増額する可能性を検証して
いる。そのため，まず，本改正直前期において，親会社に繰越欠損金があると見込ま
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れる企業集団の裁量的評価性引当率を推定し，その平均値や中央値について統計的な
検定を行っている。この検証により，本改正直前期において，当該企業集団が評価性
引当額を多く計上する可能性があることを示唆している。つぎに，裁量的評価性引当
率と税負担の関係を検証するため，収益性，成長性および株主支配力などの影響を考
慮して回帰分析を行っている。この検証をする理由は，税負担が大きい企業ほど，改
正直前期の税コスト削減行動によって目標利益から乖離し，財務報告コストが上昇す
る可能性が高いと考えられるためである。これらの検証により，税負担が大きい企業
ほど，財務報告コストの上昇を回避するため，評価性引当額を多く計上する可能性が
高いことを示唆している。 
第 7 章では，連結納税制度の適用が企業の利益調整行動に与える影響を検証してい
る。具体的には，2003 年度の法人税制改正によって創設された連結納税制度につい
て，これを適用する企業の 2 つの利益調整の可能性を検証している。1 つは，親会社
に繰越欠損金があると見込まれる企業集団が，税コストを削減するため連結納税制度
を適用する可能性である。また，連結納税制度適用企業では，税コストを削減するこ
とによって法人税等が小さくなるため，当期純利益が増加する可能性がある。そこ
で，もう 1 つは，連結納税制度適用企業が目標利益を維持できず，財務報告コストが
上昇することを避けるため，税金費用を増額する可能性を検証している。これらの検
証により，連結納税制度適用企業では，親子会社間で所得金額と欠損金額を通算し，
税コストを削減している可能性があることを示唆している。また，同制度適用企業が
税コストの削減により目標利益を維持できず，財務報告コストが上昇することを避け
るため，評価性引当額を多く計上して，税金費用を増額している可能性があることも
示唆している。 
第 8 章では，連結納税制度の改正が企業の利益調整行動に与える影響を検証してい
る。具体的には，2010 年度の連結納税制度の改正を対象として，子会社が欠損状態に
あると見込まれる企業の，改正直前期の 2 つの利益調整の可能性を検証している。1
つは，税コストの削減を目的とした利益調整の可能性である。すなわち，本改正直前
期に欠損状態にある子会社を含む企業集団では，税コストを削減するため，連結納税
制度を適用する誘因が働く。これを前提として，親会社が改正前に減少型の利益調整
を行って所得金額を改正後に移転し，その所得金額を当該子会社に移転することで，
子会社の繰越欠損金を有効利用する可能性を検証している。もう 1 つは，このような
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親会社の利益調整行動により当期純利益が減少し，目標利益を達成できず，これによ
って財務報告コストが上昇することを避けるため，税金費用を圧縮する可能性であ
る。これらの検証により，親会社は税コストを削減するため，連結納税制度改正直前
期に減少型の利益調整を行い，その利益を改正後に移転させる可能性があることを示
唆している。また，このような親会社の利益調整行動に対応して，改正後直ちに連結
納税制度を適用する見込みの企業集団は，評価性引当額を少なく計上して税金費用を
圧縮する可能性があることも示唆している。 
終章では，これらの検証の結果，本論文は，BTD があることを前提とし，法人税制
改正が企業の税コスト削減行動と財務報告コスト削減行動の双方に与える影響につい
て，分析から導かれた結論をつぎのとおりまとめている。改正直前期に企業は，ま
ず，（1）税コストを削減するため，会計発生項目額を用いて，減税前には減少型，
増税前には増加型の利益調整を行う可能性があること。つぎに，（2）税コストの削
減を行った企業は，当期純利益が変動するため目標利益を維持できず，これによって
財務報告コストが上昇することを避けるため，評価性引当額を用いて税金費用を調整
する可能性があること。また，（3）税負担の割合が大きい企業ほど，それらの傾向
が強いこと。なお，財務報告コストの削減は，税コストの削減に対応して行われる二
次的なものであるため，法人税制改正の影響がそれよりも小さくなる可能性があるこ
とも示唆している。 
このように，法人税制改正前に 2 つの利益調整が行われるやすくなったのは，評価
性引当額を裁量的に計上して，税金費用を調整することが可能となったことが影響し
ていると考えられる。税金費用の調整が可能となることで，当期純利益の変動を抑え
ることができ，また，それを前提として，会計発生項目額を用いた税コストの削減が
可能となるためである。税金費用の調整が可能となった背景には，現行の税効果会計
に関する不十分な開示方法が影響していると考えられる。すなわち，税効果会計は，
繰延税金資産または繰延税金負債を純額で貸借対照表に計上し，その内訳は注記事項
で開示されるが，開示方法は統一されていない。とりわけ，評価性引当額は，流動・
固定の別に合計額が一括して開示されるにとどまり，発生原因別の計上根拠が開示さ
れていない。このような開示方法では，株主やその他の利害関係者は評価性引当額を
適正に評価することができず，また，経営者はそれを理由に評価性引当額を裁量的に
計上することが可能となっている。したがって，発生原因別に計上根拠を示して評価
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性引当額を表示するなど，開示内容を充実させる必要がある。このように本論文は，
法人税制改正前の 2 つの利益調整行動の可能性を示唆することで，現行の開示制度を
拡充する必要性を提唱するものである。この点に関し，2018 年 2 月 16 日付で公表さ
れた企業会計基準第 28 号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」が，繰越欠損
金に係る評価性引当額とそれ以外の発生原因の合計に係る評価性引当額を区分して記
載すべき旨を定めたことは妥当な改正であるといえる。また，繰越欠損金の額が重要
な場合には，これに係る評価性引当額の計上根拠などを記載すべき旨が定められてい
ることも的確であると評価される。しかし，繰越欠損金以外の発生原因に係る評価性
引当額も個別に記載し，重要なものについては計上根拠を示すなど，より開示内容を
充実させるべきである。 
